
説明資料

こども家庭庁支援局家庭福祉課

資料１



学び・進学へのチャレンジ

➣学習支援、軽食の提供

（こどもの生活・学習支援事業）

➣大学等受験料、模試費用補助

（こどもの生活・学習支援事業）

➣入学金・授業料などの貸付

（母子父子寡婦福祉資金貸付金）

➣就職に向けた可能性を広げる

学び直し支援
(ひとり親家庭高等学校卒業
程度認定試験合格支援事業)

就職支援

➣ひとり親家庭のこどもに対し、就業支援サービスを提供

 (ひとり親家庭等就業・自立支援事業
（就業・自立支援パッケージ）)

居場所・食事・体験

➣安心安全で気軽に立ち寄ることができる居場所の提供

支援が必要なこどもを早期に発見する地域の支援体制
（地域こどもの生活支援強化事業）

➣こども食堂、こども宅食、フードパントリー等

（ひとり親家庭等のこどもの食事等支援事業）

困難に直面するこどもを対象とした主な支援（こども家庭庁が取り組んでいる事業）

生活・親子交流

➣基本的な生活習慣の習得
（こどもの生活・学習支援事業）

➣ひとり親家庭に対する家事援助、保育サービス

  (ひとり親家庭等日常生活支援事業）

➣離婚等により離れて暮らす親子の交流を支援
（親子交流支援（離婚前後家庭支援事業））

➣就職のための運転免許取得費用などの貸付

（母子父子寡婦福祉資金貸付金）

★最新情報か要確認
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○ 多様かつ複合的な困難に直面するこどもたちに対し、既存の福祉・教育施設に加え、地域にある様々な場所（こども家庭センター・放課後児童クラブ・公民館・商店街等）の活用を
促して、安心安全で気軽に立ち寄ることができる食事等の提供場所を設ける。

○ 支援が必要なこどもを早期に発見し、行政等の適切な支援機関につなげる仕組みをつくることによって、こどもに対する地域の支援体制を強化する。

○ 行政との連携により、特に支援を必要とするこども（要保護児童対策地域協議会の支援対象児童として登録されているこども等）に寄り添うことで、地域での見守り体制強化を図る。

ア 通常実施型（開催頻度等の要件なし）
年間を通じて食事（こども食堂等）やこども用品（文房具、生理用品、おむつ等）の提供等を行う
➣ 長期休暇期間に通常より活動回数を増加した場合には加算を実施（※１、２）

イ 長期休暇期間集中実施型（開催頻度等の要件あり）≪新規≫
長期休暇期間中に集中的に、暑さ等対策の整った安全な居場所で食事を提供（居場所モデル）、
又はこども宅食やフードパントリーの実施による食事支援（宅食等モデル）を実施

ウ 体験・交流・学習支援提供型≪拡充≫
多様な人物との出会いを通じて将来像を考える機会や屋外活動等様々な体験機会の提供、学習支援を行う

エ 備品等購入支援
①立上げ支援：既存の福祉・教育施設、地域にある様々な場所での立上げ等を支援する
②継続支援：こどもの居場所等の事業を継続するための備品購入等を支援する

オ 環境整備支援（地域でこども等を支援するための仕組みづくり）
相談窓口の設置やコーディーターの配置、地域のこども等の支援ニーズを把握するための研修等を行う

カ その他上記に類する事業

〇要支援児童等支援強化加算
要保護児童対策地域協議会の支援対象児童等に登録されているこども等の家庭の状況に応じ、

    行政と連携した寄り添い支援を行う場合には加算を実施

注１：ア～カを組み合わせて実施可能（エは①又は②いずれかのみ）

注２：アを実施するこども食堂等がイを実施することも可能

支援局 家庭福祉課地域こどもの生活支援強化事業

実施主体等

事業の概要

事業の目的

こども家庭センター 学校・教育委員会 市・町・区役所

福祉･教育施設、地域における様々な場所

・支援ニーズを把握するための研修、地域人材をコーディネータ配置

長期休暇中の食事・

涼の集中支援

食事やこども用品

の提供

支援が必要なこども

都道府県（後方支援または直接支援）

要保護児童
対策地域
協議会

発 見

連 携

市区町村

拡充
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体験や多様な人との

交流機会の提供

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和８年度予算案 203億円の内数（180億円の内数）

【実施主体】 都道府県、市町村（特別区を含む）  【補 助 率】 国：２／３又は１／２、都道府県・市町村：１／３又は１／２
※補助率２/３の対象となるのは、財政力指数１未満の自治体のみ
財政力指数の低い自治体については、当該取組により捻出できた予算の範囲内で補助額を増額する場合がある

【補助基準額（１箇所当たり）】最大15,743千円 要支援児童等支援強化事業と合わせて最大18,335千円

ア：3,140千円 ※１ 長期休暇期間に通常より活動回数の増加を図った場合の加算：1,000千円  ※２ アを実施するこども食堂等がイを実施する場合は、アの加算は実施しない

イ：4,260千円 ウ：3,910千円 エ①：1,520千円 エ②：300千円 オ：2,913千円 カ：ア～オに準じる 〇要支援児童等支援強化加算：2,592千円

R6調査研究p10
図表2-8 事業の内
訳 →手持ち



こどもの居場所や体験活動に関する取組事例（香川県丸亀市）

➣香川県丸亀市では、こどもの居場所を確保する事業を実施している認定NPO法人等へ委託し、ひとり親家庭等の小中学生
への学習支援や様々な体験活動を実施している。
企業や近隣事業者からの寄附等を受けた食品・生活用品やこども用品を提供することを切り口に、子育て相談等も実施して

おり、各家庭の状況を確認している。
これらの活動を通して、支援が必要なこどもや家庭を発見した場合には、行政等と連携し必要な支援に繋げるよう取り組ん

でいる。

➣加えて、社会福祉協議会に委託し、こども食堂やフードパントリー等を行う団体同士や、団体と行政とのネットワーク作り
を実施している。
会議等によるネットワーク作りを通じて、団体同士の横のつながりを強化し、こどもの地域における居場所づくりと子育て

支援を推進している。そのほか、地域の方や地域団体・企業などから提供を受けた物資を各こども食堂やフードパントリー等
を行う団体へ配付を行っている。

認定NPO法人による学習支援の取組の様子 社会福祉協議会、民間団体、行政によるネットワーク会議の様子
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○ 困窮するひとり親家庭を始めとする要支援世帯のこども等を対象とした、こども食堂、こども宅食、フードパントリー等を実施する事業者を対象として広域的

に運営支援等を行う民間団体（中間支援法人）の取組を支援し、こどもの貧困や孤独・孤立への支援を行う。

○ こども食堂が全国各地で大きく増加しているが、地域ごとに差もあるため、支援を行き渡らせることも重要な課題となってきている。（こども食堂箇所数2018

年時点：2,286か所 → 2024年時点：10,867か所（※認定NPO法人「むすびえ」2024年調査））

○ ひとり親家庭等のこども等に必要な食事等支援が届けられるよう、全国を複数のブロックに区分して、ブロック毎に中間支援法人が各地のこども食堂等に

伴走型の支援を行う。

【実 施 主 体】 特定非営利活動法人、一般社団法人等の非営利団体 【補助基準額】 １法人当たり：169,000千円
【補 助 率】 定額（国：10／10相当）

【１】国⇒中間支援法人（実施主体）

■こども食堂等の事業者を対象として広域的に支援を行う中間支援法人を公募し、

選考委員会を開催した上で中間支援法人を決定。

■各地のこども食堂等に伴走型の支援が実施できるよう、全国をブロックに区分して、

ブロック毎に中間支援法人を決定する。

【２】中間支援法人（実施主体）⇒こども食堂等

■こども食堂等から申請を受け付け、選考委員会を開催し助成対象事業者を決

定。自治体との連携を補助要件とし、事業実施に必要な費用を助成

（助成額上限350万円）。

■助成対象事業者の活動状況について確認を行い、事業者に対して伴走型で運

営支援を行う。

■事業の実施結果について報告を求め、適正な執行が行われたかの確認を行う。

【３】こども食堂等⇒ひとり親家庭等のこども

■ひとり親家庭等のこどもに食事の提供、要支援のこどもの早期発見・適切な支援

に向けた見守り等を行う。

支援局 家庭福祉課ひとり親家庭等のこどもの食事等支援事業

令和７年度補正予算 15億円

実施主体等

事業の概要

事業の目的

国

補
助
金
交
付

中
間
支
援
法
人
（
実
施
主
体
）

こども食堂
等

こども食堂

宅食

フード
パントリー

ひとり親
家庭等
のこども

食
事
等
支
援

助
成
金
交
付

伴
走
的
支
援

自治体

≪補助要件≫
・要支援のこどもの
早期発見・適切な
支援に向けた連携

公
募
・
採
択

事業の枠組み
ブロックごとに採択

※こども食堂等実施事業の廃止、地域こどもの生活支援強化事業の普及による削減
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支援が必要なこどもに関するこども食堂等から地方自治体への相談①

○ 地域こどもの生活支援強化事業を実施している地方自治体への調査では、支援が必要なこどもについて、

こども食堂等から相談を受けたことがあるとの回答は３割程度。

○ 相談を受けた場合の対応として、関係機関への連携・つなぎや、直接的支援の提供、情報共有などが行われている。

（佐々木）昨年度の調査研究報
告書から、支援が必要なこども
の発見・つなぎに関する項目に
ついてピックアップしてみまし
たが、不要でしたら落としてく
ださい。
報告書（地域こどもの生活支援
強化事業及びひとり親家庭等の
こどもの食事等支援事業の実
態）
→ 母数ｎの136は、令和５年度
and/or令和６年度に「地域子ど
もの生活支援強化事業」を活用
した都道府県及び市区町村を対
象とした自治体アンケートの有
効回答数

相談を受けた場合の具体的な取組（自由記載）Q

（出所）令和６年度子ども・子育て支援等推進調査研究事業
「地域こどもの生活支援強化事業及びひとり親家庭等のこどもの食事等支援事業の実態把握等に関する調査研究報告書（令和 7（2025）年 3 月）」
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/3f49d62c-74ac-4431-b0ef-248ea3671bdc/b8a4498b/_20251016_R6-2_tyousakennkyuujigyou_hp_ippan014.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/3f49d62c-74ac-4431-b0ef-248ea3671bdc/b8a4498b/_20251016_R6-2_tyousakennkyuujigyou_hp_ippan014.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/3f49d62c-74ac-4431-b0ef-248ea3671bdc/b8a4498b/_20251016_R6-2_tyousakennkyuujigyou_hp_ippan014.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/3f49d62c-74ac-4431-b0ef-248ea3671bdc/b8a4498b/_20251016_R6-2_tyousakennkyuujigyou_hp_ippan014.pdf


支援が必要なこどもに関するこども食堂等から地方自治体への相談②

○ ひとり親家庭等のこどもの食事等支援事業 に採択されたこども食堂等運営団体への調査では、利用者に支援が必要

と考えるこどもについて、65％が行政か関係機関へ相談したことがあると回答。

○ 相談や支援の内容は、生活支援に関するものから家庭環境への対応、発達・教育支援など多岐にわたる。

Q

支援が必要と考えられるこども等に関する具体的な相談や支援の内容

（出所）令和６年度子ども・子育て支援等推進調査研究事業
「地域こどもの生活支援強化事業及びひとり親家庭等のこどもの食事等
支援事業の実態把握等に関する調査研究報告書（令和 7（2025）年 3 月）」
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所
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参考データ集

【食の支援】
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食料が買えなかった経験

○ 必要とする食料が買えなかった経験について、収入の水準が低い世帯やひとり親世帯では、「食料が買えなかっ
た経験」の割合が高い。

令和3年子供の生活
状況調査の分析報告
書（全体版）

（内閣府）

令和3年子供の生活状況調査の分析報告書（全体版（内閣府） ※中学２年生及びその保護者へのアンケート調査

Q．あなたの世帯では、過去１年の間に、お金が足りなくて、家族が必要とする食料が買えないことがありましたか。
ただし、嗜好品は含みません。 【保護者】

https://warp.ndl.go.jp/20230413/20230403004438/www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/chousa/r03/pdf/print.pdf
https://warp.ndl.go.jp/20230413/20230403004438/www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/chousa/r03/pdf/print.pdf
https://warp.ndl.go.jp/20230413/20230403004438/www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/chousa/r03/pdf/print.pdf
https://warp.ndl.go.jp/20230413/20230403004438/www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/chousa/r03/pdf/print.pdf
https://warp.ndl.go.jp/20230413/20230403004438/www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/chousa/r03/pdf/print.pdf
https://warp.ndl.go.jp/20230413/20230403004438/www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/chousa/r03/pdf/print.pdf
https://warp.ndl.go.jp/20230413/20230403004438/www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/chousa/r03/pdf/print.pdf
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食事の状況

○ こどもの食事の状況について、収入の水準が低い世帯では、「朝食」や「夏休みや冬休みなどの期間の昼食」に
ついて「毎日食べる」と回答した割合が低い。

令和3年子供の生活状況調査の分析報告書（全体版（内閣府） ※中学２年生及びその保護者へのアンケート調査

Q．あなたは週にどのくらい、食事をしていますか。 【こども（中学生）】

【朝食】

【夏休みや冬休みなどの期間の昼食】



こども食堂等の利用状況
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Q．あなたは、次の a～d のような場所を利用したことがありますか。また、利用したことはない場合、今後利用したいと思いますか。 【こども（中学生）】
b．(自分や友人の家以外で）夕ごはんを無料か安く食べることができる場所（子供食堂など）

○ こども食堂等の場所を利用状況について「利用したことがある」「利用したことはない、あれば利用したいと思
う」と回答した割合は、収入の水準が高い世帯と比べると、低い世帯で若干高くなっている。

○ また、「利用したことがある」と回答した割合は、ふたり親世帯と比べると、ひとり親世帯で高くなっている。

令和3年子供の生活状況調査の分析報告書（全体版（内閣府） ※中学２年生及びその保護者へのアンケート調査
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論点及びご議論にあたっての観点

1. 困窮世帯など特に厳しい状況の家庭のこどもの食事や暑さ対策などの喫緊の

ニーズに応える支援として、どのような手法（担い手、場所など）が効果的か。

2. 長期休暇中や不登校といった学校との繋がりが薄くなる期間の支援における課

題やその対応策について。

3. 他分野にはない食支援の特色は何か（栄養・健康面以外）。その特色を生かす形

で効果的な支援を行うために有効な手法は何か。

1. 食支援の現場で支援が必要なこどもを漏らさず把握するために効果的な取組や

工夫は何か。

2. 支援が必要なこどもを把握した場合に、行政に円滑につなげているか、また、つ

ないだ先で効果的な支援を受けることができているか。現状の課題やその対応

策について。

論点② 食支援などを契機として支援が必要と把握したこどもを、適切な支援にどうつなぐか

論点① 夏休み等の長期休暇中の食事問題をはじめとする喫緊の課題への対応について
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